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日本の造船、10年で「倍増」へ
～復権に向け官民投資１兆円～

品質向上のため
アンケートにご協力ください。
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※ ナインアウト株式会社が提供する
アンケートサイトへ遷移します。
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2035年までに造船能力を「倍増」へ

建造能力増強に官民投資１兆円

瀬戸内地域に多くの事業所が集積する造船業は、
我が国の経済、安全保障を支える極めて重要な産
業ですが、中国・韓国との競争激化、人手不足など
を背景に近年は建造量が減少してきました。

こうした状況を踏まえ、日本政府は昨年12月に「造
船業再生に向けた検討会」の第1回会合を開催し、
2035年までに造船能力を現在の約2倍（18百万総
トン）に引き上げる目標を示しました（図表１）。

（資料）国土交通省資料、Clarksons ResearchよりひろぎんHD経済産業調査部作成

【政府目標】
建造能力を10年で２倍へ

図表１ 日本の新造船建造量の推移と「倍増」目標

（資料）国土交通省資料よりひろぎんHD経済産業調査部作成

国際競争激化や人手不足等により
日本の新造船建造量は減少傾向

目標の達成に向けて策定された「造船業再生に向けたロードマップ」 では、「①船舶建造体制の強靭化」、「②造
船人材の確保・育成に向けた教育体制等の整備」、「③脱炭素化等を通じたゲームチェンジ」、「④安定的な需要
の確保」、「⑤同志国・グローバルサウスとの連携」といった5つの課題と対応の方向性が示されました。

なかでも「①船舶建造体制の強靭化」に向けては、新たに創設された「造船業再生基金（10年間で3,500億円
を投入）」を活用して造船施設の拡充・新設等に取り組むことや、2028年までに国内造船所を1～3グループ体制
に集約し、設計・建造システム面の統合を進めるなど、踏み込んだ対応の方向性が示されています（図表２）。

政府はこれらの総合対策を官民合わせて1兆円規模の投資により推進する方針で、追い風を受けた地域の造船
事業者による生産拡大に向けた取り組みの進展と、地域経済への波及効果が期待されます。

図表２ 造船業再生に向けたロードマップ（抜粋）
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※集約の様態や連携内容については、様々な形を想定

造船業再生基金を活用

DX技術活用による開発・設計・建造の抜本的高度化

AI・ヒューマノイドロボット技術開発
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